
（平成２５年８月２１日報道資料抜粋）

年金記録に係る苦情のあっせん等について

年金記録確認中国地方第三者委員会分

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 6 件

厚生年金関係 6 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 7 件

国民年金関係 3 件

厚生年金関係 4 件



中国（岡山）厚生年金 事案 2888 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間②及び③に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から

控除されていたことが認められることから、申立人のＡ社における当該期間の

標準賞与額に係る記録を、平成 20 年７月 18 日は 14 万 8,000 円、同年 12 月

19日は 10万 6,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人の当該期間に係る厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏        名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年  月 日 ： 昭和 50年生 

住        所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立  期 間 ： ① 平成 19年 12月 20日 

         ② 平成 20年７月 18日 

         ③ 平成 20年 12月 19日 

私がＡ社に勤務していた時の平成 19年 12月、20年７月及び同年 12月の

賞与の記録が無いので、年金記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された申立期間②に係る賞与明細一覧表及び申立人から提出

された申立期間③に係る賞与明細書並びに申立期間②及び③に係る預金通帳

の写しにより、申立人は、申立期間②及び③において、同社から賞与の支給を

受け、当該賞与に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていた

ことが認められる。 

また、申立人の申立期間②及び③に係る標準賞与額については、上記の賞与

明細一覧表及び賞与明細書において確認できる厚生年金保険料控除額から、平

成 20年７月 18日は 14万 8,000円、同年 12月 19日は 10万 6,000円とするこ

とが妥当である。 

なお、申立人の申立期間②及び③に係る厚生年金保険料の事業主による納付

義務の履行については、事業主は、当該期間に係る健康保険厚生年金保険被保

険者賞与支払届を社会保険事務所（当時）に提出しておらず、保険料を納付し

ていなかったことを認めていることから、社会保険事務所は、申立人の当該期



間に係る標準賞与額に基づく保険料について納入の告知を行っておらず、事業

主は、当該保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

一方、申立期間①については、申立人から提出された賞与明細書及びＡ社か

ら提出された賞与明細一覧表により、当該期間に係る賞与から厚生年金保険料

が控除されていないことが確認できる。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が申立期間①の賞与に係る厚生年金保険料を事業主により当該賞与から

控除されていたと認めることはできない。 



中国（岡山）厚生年金 事案 2889 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社における申立期間の標準賞与額に

係る記録を 12万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏        名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年  月 日 ： 昭和 56年生 

住        所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立  期 間 ： 平成 18年 12月 20日 

私がＡ社に勤務していた時の平成 18年 12月の賞与の記録が無いので、年

金記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人から提出された預金通帳の写し及びＡ社から提出された賞与明細表

により、申立人は、申立期間において、同社から賞与の支給を受け、当該賞与

に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認めら

れる。 

また、申立人の申立期間に係る標準賞与額については、上記賞与明細表にお

いて確認できる厚生年金保険料控除額から、12万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行について

は、事業主は、申立期間に係る健康保険厚生年金保険被保険者賞与支払届を社

会保険事務所（当時）に提出しておらず、保険料を納付していなかったことを

認めていることから、社会保険事務所は、申立人の申立期間に係る標準賞与額

に基づく保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。 



中国（鳥取）厚生年金 事案 2890 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社における申立期間の標準賞与額に

係る記録を、平成 16年 12月 24日は 50万円、18年 12月 20日は 35万 6,000

円、19 年７月 20 日は 29 万 7,000 円、同年 12 月 20 日は 35 万 6,000 円、20

年７月 18 日は 23 万 7,000 円、22 年４月 20 日は 11 万 8,000 円とすることが

必要である。 

なお、事業主は、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏        名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年  月 日 ： 昭和 42年生 

住        所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立  期 間 ： ① 平成 16年 12月 24日 

         ② 平成 18年 12月 20日 

         ③ 平成 19年７月 20日 

④ 平成 19年 12月 20日 

⑤ 平成 20年７月 18日 

⑥ 平成 22年４月 20日 

私がＡ社に勤務していた時の平成 16年 12月、18年 12月、19年７月、同

年 12 月、20 年７月及び 22 年４月の賞与の記録が無いので、年金記録を訂

正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人から提出された申立期間①から⑥まで（以下「申立期間」という。）

に係る賞与明細書及びＡ社から提出された申立期間に係る賞与明細一覧表に

より、申立人は、申立期間において、同社から賞与の支給を受け、当該賞与に

係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められ

る。 

また、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基

づき、標準賞与額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が



行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる厚生年金保険料額及び

申立人の賞与額のそれぞれに見合う標準賞与額の範囲内であることから、これ

らの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、申立人の申立期間に係る標準賞与額については、上記賞与明細

書等において確認できる賞与額及び厚生年金保険料控除額から、平成 16年 12

月 24 日は 50 万円、18 年 12 月 20 日は 35 万 6,000 円、19 年７月 20 日は 29

万 7,000円、同年 12月 20日は 35万 6,000 円、20年７月 18日は 23万 7,000

円及び 22年４月 20日は 11万 8,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行について

は、事業主は、申立期間に係る健康保険厚生年金保険被保険者賞与支払届を社

会保険事務所（平成 22 年１月以降にあっては、年金事務所）に提出しておら

ず、保険料を納付していなかったことを認めていることから、社会保険事務所

は、申立人の申立期間に係る標準賞与額に基づく保険料について納入の告知を

行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務を履行していないと認め

られる。 



中国（鳥取）厚生年金 事案 2891 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社における申立期間の標準賞与額に

係る記録を、平成 16年 12月 20日は 46万 3,000円、18年 12月 20日は 40万

円、19 年７月 20 日は 29 万 4,000 円、同年 12 月 20 日は 32 万円、20 年７月

18日は 26万 4,000円、22年４月 20日は７万 7,000円とすることが必要であ

る。 

なお、事業主は、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏        名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年  月 日 ： 昭和 33年生 

住        所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立  期 間 ： ① 平成 16年 12月 20日 

         ② 平成 18年 12月 20日 

         ③ 平成 19年７月 20日 

④ 平成 19年 12月 20日 

⑤ 平成 20年７月 18日 

⑥ 平成 22年４月 20日 

私は、Ａ社に勤務しているが、同社から支給された平成 16 年 12 月、18

年 12月、19年７月、同年 12月、20年７月及び 22年４月の賞与の記録が無

いので、年金記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人から提出された申立期間①、②、④及び⑤に係る賞与明細書、Ａ社か

ら提出された申立期間①から⑥まで（以下「申立期間」という。）に係る賞与

明細一覧表及び申立人の取引銀行から提出された流動性預金異動明細表によ

り、申立人は、申立期間において、同社から賞与の支給を受け、当該賞与に係

る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められる。 

また、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基

づき、標準賞与額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が



行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる厚生年金保険料額及び

申立人の賞与額のそれぞれに見合う標準賞与額の範囲内であることから、これ

らの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、申立人の申立期間に係る標準賞与額については、上記賞与明細

書等において確認できる賞与額及び厚生年金保険料控除額から、平成 16年 12

月 20 日は 46 万 3,000 円、18 年 12 月 20 日は 40 万円、19 年７月 20 日は 29

万 4,000円、同年 12月 20日は 32万円、20年７月 18日は 26万 4,000円及び

22年４月 20日は７万 7,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行について

は、事業主は、申立期間に係る健康保険厚生年金保険被保険者賞与支払届を社

会保険事務所（平成 22 年１月以降にあっては、年金事務所）に提出しておら

ず、保険料を納付していなかったことを認めていることから、社会保険事務所

は、申立人の申立期間に係る標準賞与額に基づく保険料について納入の告知を

行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務を履行していないと認め

られる。 



中国（鳥取）厚生年金 事案 2892 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社における申立期間の標準賞与額に

係る記録を、平成 19年 12月 20日は 15万 3,000円、20年７月 18日は８万 8,000

円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏        名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年  月 日 ： 昭和 52年生 

住        所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立  期 間 ： ① 平成 19年 12月 20日 

② 平成 20年７月 18日 

私がＡ社に勤務していた時の平成 19年 12月及び 20年７月の賞与の記録

が無いので、年金記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人から提出された預金通帳の写し及びＡ社から提出された申立期間①

及び②（以下「申立期間」という。）に係る賞与明細一覧表により、申立人は、

申立期間において、同社から賞与の支給を受け、当該賞与に係る厚生年金保険

料を事業主により賞与から控除されていたことが認められる。 

また、申立人の申立期間に係る標準賞与額については、上記賞与明細一覧表

において確認できる厚生年金保険料控除額から、平成 19 年 12 月 20 日は 15

万 3,000円、20年７月 18日は８万 8,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行について

は、事業主は、申立期間に係る健康保険厚生年金保険被保険者賞与支払届を社

会保険事務所（当時）に提出しておらず、保険料を納付していなかったことを

認めていることから、社会保険事務所は、申立人の申立期間に係る標準賞与額

に基づく保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。 



中国（鳥取）厚生年金 事案 2896 

 

第１ 委員会の結論 

申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）Ｃ事業所における厚生年金保険被保険者資格

の喪失日は、昭和 41年 12月１日であると認められることから、申立期間の資

格喪失日に係る記録を訂正することが必要である。 

なお、申立期間の標準報酬月額については、３万 6,000円とすることが妥当

である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 15年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立  期 間 ： 昭和 41年 11月 30日から同年 12月１日まで 

昭和41年12月１日にＡ社Ｃ事業所から同社Ｄ事業所に異動した際の厚生

年金保険の加入期間が欠落しているので、調査の上、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の雇用保険の被保険者記録、Ｂ社Ｄ事業所から提出された申立人の人

事記録（履歴書）及び同社Ｃ事業所の回答から、申立人は、申立期間にＡ社に

継続して勤務（昭和 41年 12月１日にＡ社Ｃ事業所から同社Ｄ事業所に異動）

していたことが確認できる。 

また、Ｂ社Ｃ事業所から提出された申立人に係る厚生年金保険被保険者資格

喪失確認通知書をみると、申立人の資格喪失年月日が昭和 41年 11 月 30日と

記載されていたものが、同年 12 月１日に朱書訂正されていることが確認でき

るところ、年金事務所は、｢申立期間当時の社会保険事務所（当時）における

厚生年金保険の適用及び保険給付の事務処理において、事業所や被保険者から

提出された届書等への修正や加筆は、朱書きにより行うことが原則であった。」

と回答しており、当該朱書訂正は、社会保険事務所が、事務処理時に、申立人

のＡ社Ｃ事業所における最終在籍日が同年11月30日であることを確認した上

で修正したものと推認される。 

一方、Ａ社Ｃ事業所に係る申立人の厚生年金保険被保険者原票における資格

喪失日は、昭和 41年 11月 30日とされており、社会保険事務所は、上記確認

通知書については朱書訂正したものの、当該被保険者原票の記録の訂正を怠っ



たものと推認され、社会保険事務所における年金記録の管理が不適切であった

と認められる。 

これらを総合的に判断すると、申立人のＡ社Ｃ事業所における厚生年金保険

被保険者資格の喪失日は、昭和 41年 12月１日であると認められる。 

なお、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社Ｃ事業所における

昭和 41年 10月の社会保険事務所の記録から、３万 6,000円とすることが妥当

である。 

 



中国（山口）国民年金 事案 1461 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 49年６月から 54年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

 基礎年金番号 ：  

 生 年  月 日 ： 昭和 29年生 

 住    所 ：  

   

   

   

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立  期 間 ： 昭和 49年６月から 54年３月まで 

 私は、昭和 49 年６月頃にＡ市役所Ｂ支所で国民年金の加入手続を行い、

国民年金保険料をＣ銀行Ｂ支店で納付していたにもかかわらず、申立期間が

未納とされていることに納得できない。 

  

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の国民年金手帳記号番号は、国民年金手帳記号番号払出管理簿におけ

る申立人の前後の記号番号の任意加入被保険者の資格取得日から、昭和 54 年

２月頃に払い出されたものと推認され、申立人は、この頃に行われた加入手続

において、自身が 20歳となった 49年＊月に遡って国民年金被保険者資格を取

得したとみられるが、当該加入手続時点は第３回特例納付の実施期間中であり、

申立期間の国民年金保険料は特例納付、過年度納付及び現年度納付により納付

が可能であるところ、申立人は、保険料をまとめて納付した記憶は無く、申立

期間の保険料を納付したとする事情はうかがえない。 

また、申立人は、昭和 48 年３月以降、現在まで継続してＡ市に居住してお

り、同市が申立人に複数の国民年金手帳記号番号を払い出すことは考え難い上、

国民年金手帳記号番号払出簿検索システム及びオンライン記録による氏名検

索を行っても、申立人に別の手帳記号番号が払い出された形跡は見当たらない。 

さらに、Ａ市が保管している申立人に係る国民年金被保険者名簿（電算記録）

に、申立期間の国民年金保険料の納付は記録されておらず、オンライン記録と

一致している。 

このほか、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関

連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、申立期間の保険料を納付していたこ

とをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 



これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 



中国（広島）国民年金 事案 1462 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 63 年４月から平成６年３月までの付加保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

 基礎年金番号 ：  

 生 年  月 日 ： 昭和 16年生 

 住    所 ：  

   

   

   

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立  期 間 ： 昭和 63年４月から平成６年３月まで 

私は、農業者年金に加入するとともに、国民年金の付加年金にも加入し、

国民年金については定額保険料と一緒に付加保険料を口座振替で納付して

いたが、申立期間が定額保険料のみの納付記録となっており、付加保険料の

納付記録が無いことに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間当時、農業者年金保険料並びに国民年金の定額保険料及

び付加保険料を、Ａ金融機関に開設した同じ口座からの自動振替により納付し

ていたと記憶しているところ、Ｂ市が保管する申立人に係る国民年金被保険者

名簿に、申立人の申立期間における国民年金保険料の納付方法が口座振替であ

ったことを確認できる記載は見当たらない。 

また、Ａ金融機関から提出された申立人名義の口座に係る平成３年３月から

６年３月までの取引履歴表をみると、３年 12月はＣ口座から、４年 12月及び

５年 12 月はＤ口座から、翌年１年間分の農業者年金保険料に係る前納相当額

が引き出され、摘要欄又は備考欄には「農業者年金」又は「ノウギョウシャネ

ンキンキキン」と付記されていることが確認できる一方、国民年金保険料につ

いては、４年４月 30日にＣ口座から 11万 3,590円が引き出され、摘要欄に「国

民年金」と付記された記載が確認できるのみで、当該金額は平成４年度の定額

保険料の前納相当額である上、ほかに国民年金の定額保険料及び付加保険料の

口座振替等による納付がうかがえる取引履歴は見当たらず、申立人の記憶と相

違している。 

さらに、申立期間は 72 か月と長期間であり、Ｂ市及び社会保険事務所（当

時）が国民年金保険料の収納に関する事務処理において、付加保険料の納付記



録のみを連続する６年にわたり誤り続けることは考え難い。 

このほか、申立人が申立期間の付加保険料を納付していたことを示す関連資

料（家計簿、確定申告書等）は無く、申立期間の付加保険料が納付されていた

ことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の付加保険料を納付していたものと認めることはでき

ない。 



中国（広島）国民年金 事案 1463 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の平成 15 年８月、16 年７月から同年 11 月までの期間及び 18 年 10

月から 19 年２月までの期間に係る国民年金保険料については、納付していた

ものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年  月 日 ： 昭和 54年生 

住    所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立  期 間 ： ① 平成 15年８月 

           ② 平成 16年７月から同年 11月まで 

           ③ 平成 18年 10月から 19年２月まで 

平成 20 年春に、社会保険事務所（当時）で、国民年金保険料の未納が無

いことを確認したにもかかわらず、未納となっている期間がある。 

私は、会社を退職する都度、国民年金の加入手続を行い、Ａ金融機関Ｂ支

店の窓口で毎月納付していた。領収書は所持していないが、納付したのは確

かなので、Ａ金融機関に納付の履歴を確認の上、記録を訂正してほしい。 

  

  

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、会社を退職する都度、国民年金の加入手続を行い、毎月、国民年

金保険料を納付していたと記憶しているところ、オンライン記録によると、申

立期間①に係る被保険者資格の取得及び喪失は平成 16 年７月に、申立期間③

に係る被保険者資格の取得及び喪失は 20 年４月に、それぞれ資格処理が行わ

れていることから、同処理が行われるまでは両期間は未加入期間であり、両期

間の保険料を現年度保険料として納付することはできないなど、申立人の記憶

と一致しない状況がみられる。 

また、申立人は、申立期間①、②及び③（以下「申立期間」という。）の国

民年金保険料の納付について、「毎月、３枚綴りのカーボン式の納付書が届く

と、すぐに納付していた。」と記憶しているところ、国民年金保険料の納付書

は、加入手続後に当該年度に所属する月の納付書をまとめて送付しており、毎

月送付する取扱いではない上に、平成 14 年度以降の国民年金保険料の納付書

は、領収済通知書、領収控及び納付書兼領収証書が横に連なる様式であり、そ



れらが重なった複写式のものではないことから、申立人は、自身が申立期間③

と同時期に加入していた政府管掌健康保険の任意継続保険料の納付等の他の

納付の記憶と混同している可能性がうかがえる。 

さらに、申立期間は、基礎年金番号制度導入後であり、年金記録管理業務の

オンライン化、電算による納付書作成等、事務処理の機械化が進められた時期

である上、国が国民年金保険料の直接収納を行っており、保険料の収納に関す

る記録漏れ、記録誤り等が生ずる可能性は極めて少なくなった時期であること

を踏まえると、申立人が主張する金融機関の窓口における保険料納付の記録が

３つの期間、合計 11回（11か月）にわたって誤っているとは考え難い。 

なお、申立人が国民年金保険料をその窓口で納付したとする金融機関の支店

は、当金融機関の窓口で現金納付された場合の領収控等の保存年限は３年であ

ることから、申立人の申立期間に係る国民年金保険料の納付を確認する調査は

できない旨を回答している上、同金融機関から提出された申立人名義の口座に

係る取引履歴表をみても、申立期間を含む平成 15年８月から 21年３月までの

期間に国民年金保険料を納付したことを特定できるような記録は確認できな

い。 

このほか、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関

連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、申立期間の保険料を納付していたこ

とをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 



中国（岡山）厚生年金 事案 2893 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年  月 日 ： 昭和６年生 

住    所 ：  

    

    

    

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立  期 間 ： 昭和 27年１月 21日から 33年 10月 22日まで 

私は、申立期間においてＡ社に勤務していた。退職した時に脱退手当金を

受け取った記憶は無いのに、年金記録では受給したことになっているので、

記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の厚生年金保険被保険者台帳（旧台帳）には、脱退手当金の算定のた

めの 当該脱退手当金の裁定庁 からの記録照会に対し、厚生省保険局年金業務

室（当時）が昭和 33 年 12 月８日に回答したことを示す「回答済 33.12.８」

の押印が確認できるとともに、申立期間の脱退手当金は支給額に計算上の誤り

は無く、申立期間に係る厚生年金保険被保険者資格喪失日から約４か月後の

34年２月 23日に支給決定されているなど、一連の事務処理に不自然さはうか

がえない。 

また、申立てに係る事業所の健康保険厚生年金保険被保険者名簿の申立人が

記載されているページ及びその前後５ページに記載されている女性のうち、脱

退手当金の支給要件を満たしている申立人を含む 36 人について確認したとこ

ろ、27人に脱退手当金の支給記録があり、このうち 20人が資格喪失後６か月

以内に支給されている上、当時は通算年金制度創設前であったことを踏まえる

と、申立人についても、事業主による代理請求がなされた可能性が高いものと

考えられる。 

なお、申立人については、申立期間より前に、脱退手当金が未請求となって

いる別の事業所の厚生年金保険被保険者期間があるが、当該被保険者期間につ

いては申立期間の厚生年金保険被保険者記号番号とは別番号で管理されてい

たことから、当時、請求者からの申出が無い場合、社会保険事務所（当時）に



おいて、別番号で管理されている被保険者期間を把握することは困難であった

ことを踏まえると、脱退手当金の計算の対象期間となっていないことに不自然

さは無い。 

このほか、申立人から聴取しても、受給した記憶は無いというほかに脱退手

当金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情などを総合的に判断すると、申立人は、申立

期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



中国（岡山）厚生年金 事案 2894 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年  月 日 ： 昭和３年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立  期 間 ： 昭和 26年８月１日から 29年１月 31日まで 

私は、昭和 26年８月から 29年１月までのうちの６か月程度、Ａ社に勤務

したが、同社に係る厚生年金保険の加入記録が無いので、調査の上、記録を

訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社について、オンライン記録及び適用事業所検索システムにより検索した

が、厚生年金保険の適用事業所であった記録は確認することができない。 

また、Ｂ地方法務局に照会したところ、Ａ社の商業登記簿は見当たらないと

回答している。 

さらに、申立人は、Ａ社の事業主等の名前を記憶していない上、名前を挙げ

た二人の同僚については、姓名を明確に記憶していないため個人を特定するこ

とができず、申立人の同社における勤務状況等について供述を得ることができ

ない。 

このほか、申立人が申立期間において厚生年金保険料を事業主により給与か

ら控除されていたことをうかがわせる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として申立期間の厚生年金保険料を事業主によ

り給与から控除されていたと認めることはできない。 



中国（山口）厚生年金 事案 2895 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

  氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年  月 日 ： 昭和 22年生 

住    所 ：  

  

  

  

 

２ 申立内容の要旨 

  申 立  期 間 ： ① 昭和 46年５月 23日から 47年９月１日まで 

② 昭和 48年８月１日から 49年２月１日まで 

③ 昭和 49年 12月１日から 50年３月１日まで 

 私は、昭和 46年５月から平成６年までＡ社及びＢ社が経営する各店舗等

において勤務し、退職時に会社から発行された退職金計算書には勤続年数が

23 年４か月と記載されている。異動を繰り返したため、申立期間に勤務し

ていた店舗がどの店舗であったかについては明確な記憶は無いが、厚生年金

保険の加入記録が無い期間があることに納得できないので、調査の上、記録

を訂正してほしい。  

 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人から提出された退職金計算書、申立期間①、②及び③（以下「申立期

間」という。）当時のＡ社及びＢ社の事業主の子（当時はＢ社の取締役）の供

述等から、申立人が、申立期間において、両社のいずれか又はＢ社の前身であ

るＣ社が経営する店舗に勤務していたことが推認できる。 

しかしながら、Ａ社及びＢ社における申立期間当時の複数の同僚は、両社に

おける厚生年金保険加入の取扱いについて、「アルバイト、Ｄ職及び入社から

１年ぐらいまでの社員は厚生年金保険に加入させておらず、社員であっても本

人の希望があれば加入させていなかった。」、「役職者は厚生年金保険に加入し

ていたが、本人の希望により加入しないこともあった。」等と供述しており、

両社では、申立期間当時、必ずしも従業員全員を厚生年金保険に加入させる取

扱いではなかったことがうかがえる。 

また、上記の同僚のうち一人は、「Ａ社及びＢ社は親子で経営しており、人

事関係については一つの会社として扱っていたが、給与計算等の事務について



は、Ａ社は本社一括で、Ｂ社は現場ごとに行っていた。ただ、Ｂ社は、次々と

店舗を開店又は閉店しており、従業員の出入りも多かったため、事務はきっち

りとはしていなかった。」と供述している。 

さらに、上記の申立期間当時の事業主の子は、「当時の賃金台帳等の関連資

料は残っておらず、当時は従業員数が多く、出入りも多かったため、個々の従

業員の勤務店舗、厚生年金保険への加入及び保険料の控除等の状況について明

確な記憶は無い。」と供述している。 

加えて、Ａ社及びＢ社（同社の前身であるＣ社を含む。）に係る健康保険厚

生年金保険被保険者名簿を確認したが、申立期間において申立人の氏名は見当

たらない上、健康保険の整理番号に欠番も無い。 

このほか、申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控

除されていたことを確認できる給与明細書等の資料を所持しておらず、ほかに

保険料を控除されていたことをうかがわせる関連資料及び周辺事情も見当た

らない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



中国（鳥取）厚生年金 事案 2897 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年  月 日 ： 昭和 15年生 

住    所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立  期 間 ： 昭和 41年 12月１日から 42年 10月１日まで 

私は、昭和 41年 12月１日付けでＡ社（現在は、Ｂ社）Ｃ事業所から同社

Ｄ事業所に異動したが、異動後の標準報酬月額が大幅に下がっている。 

Ａ社Ｄ事業所では地域調整手当も支給されており、標準報酬月額が下がる

ことは考え難いので、調査の上、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ｂ社本社及び同社Ｄ事業所は、申立期間当時の賃金台帳や社会保険関係の届

書等は残っていないと回答しており、申立人の申立期間における報酬月額及び

厚生年金保険料控除額を確認することができない。 

また、申立期間を含む昭和 39年から 43年までの５年間にＡ社の他の事業所

から同社Ｄ事業所に異動した申立人を除く 45 人について、異動前後の標準報

酬月額を確認したところ、変動の無かった者は 14人、上がった者は 11人、下

がった者は 20 人であり、申立人の標準報酬月額が同僚の取扱いと異なってい

た事情は見当たらない。 

さらに、Ｂ社本社から提出された申立期間当時の給与表及び手当額表並びに

同社Ｄ事業所から提出された申立人の人事記録（履歴書）により、申立人のＡ

社Ｄ事業所での被保険者資格取得時の職位等に基づき、固定的な給与額を試算

したところ、報酬月額は２万 4,290円（給与額２万 3,700円、暫定手当（地域

調整手当）額 590円）となり、これに相当する標準報酬月額（２万 4,000円）

は、同社Ｄ事業所の厚生年金保険被保険者名簿における申立人の標準報酬月額

の記録及びオンライン記録と一致する。 

加えて、上記の被保険者名簿を見ても、遡って標準報酬月額の記録が訂正さ

れるなどの形跡は見当たらない。 



このほか、申立人は申立期間の給与明細書を所持しておらず、ほかに申立期

間において申立人が主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料の控除を

うかがわせる関連資料及び周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立期間について申立人が主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 




